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 令 和 ６ 年 第 １ 回 定 例 会  

令和５年度補正予算（案）の概要 

   

第１回定例会では、先議分として除雪費を計上したほか、地方創生臨時交付

金活用事業について、決算見込みを精査し減額等を行いました。 

また、歳入では普通交付税や市債などを増額し、歳出では支出見込額の増に

より障害児給付費や生活保護扶助費を増額するなど、所要の補正を計上しまし

た。 

   

[先議分]    

 

 

【補正予算の主な内容】 

 

除 雪 費                   ３億５，０００万円 

  （当初）18億 5,000万円 →（補正後）22億円 

  除排雪関係経費（除排雪業務委託料等）の支出見込額の増 

 

 

 

 

[通常分] 

 

 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計     ３億５，０００万円 

会  計  名 補正予算額 

一 般 会 計      △２億４７８万１千円 

国民健康保険事業特別会計        ３，８２６万２千円 

住 宅 事 業 特 別 会 計 ８５４万５千円 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計       △１億９，６００万円 

後期高齢者医療事業特別会計        △４２６万３千円  

産業廃棄物等処分事業会計 ４９５万３千円 

合     計 △３億５，３２８万４千円 
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【補正予算の主な内容】 

 

 一般会計 

 

◇地方創生臨時交付金関連予算 

 

緊急生活支援給付金給付事業費【繰越明許費】 

△２億４，１３３万７千円 

  （４定追加）17億 8,840万円 →（補正後）15億 4,706万 3千円 

 ・国の事務連絡に基づき、減額した事業費は同額を令和６年度当初予算に計上 

 ・減額により生じる一般財源のうち、交付金対象額（3億 426万 8千円）は 

  令和６年度に交付される 

 

 

公共交通事業者等支援事業費             △６０万８千円 

  （２定）2,455万 3千円 →（補正後）2,394万 5千円 

 

 

緊急生活支援給付金給付事業費         △７，１１９万８千円 

  （１臨）8億 3,280万円 →（補正後）7億 6,160万 2千円 

 

 

障害福祉施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

                  △２０４万１千円 

  （２定）1,566万 5千円 →（補正後）1,362万 4千円 

 

 

介護保険施設電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援事業費 

             △３６２万３千円 

  （２定）4,171万 8千円 →（補正後）3,809万 5千円 

 

 

保育環境改善等事業費補助金              △５７４万円 

  （当初）910万円 →（補正後）336万円 

 

 

感染症対策改修整備等事業費補助金          △２７万２千円 

  （２定）360万円 →（補正後）332万 8千円 

 

 

保育施設等物価高騰対策支援事業費          △１７万７千円 

  （２定）1,320万円 →（補正後）1,302万 3千円 

 

 

感染症対策事業費                   △２４０万円 

  （当初）240万円 →（補正後）― 円 
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公衆浴場・クリーニング業支援金給付事業費       △１２０万円 

  （２定）1,530万 6千円 →（補正後）1,410万 6千円 

 

 

医療機関エネルギー価格高騰支援金給付事業費      △１０万９千円 

  （２定）5,307万円 →（補正後）5,296万 1千円 

 

 

一般廃棄物収集運搬事業者等支援金給付事業費        △９万円 

   （２定）710万円 →（補正後）701万円 

 

 

貨物自動車運送事業者支援事業費            △５２７万円 

    （２定）3,400万円 →（補正後）2,873万円 

 

 

街路防犯灯維持費支援金給付事業費           △８万７千円 

    （２定）1,774万円 →（補正後）1,765万 3千円 

 

 

 

◇その他の補正予算 

 

障害児給付費（児童発達支援）            １，７００万円 

    （当初）1億 9,338万円 →（補正後）2億 1,038万円 

    利用者の増加に伴う支出見込額の増 

 

 

 

〔生活保護費〕扶助費                 １億７，０８０万円 

    （当初）67億 799万 5千円 →（補正後）68億 7,879万 5千円 

 

 

 

夜間急病センター管理代行業務費（債務負担）           ―  

    （債務負担行為の変更） 

     令和６年度 

変更前 ① 1億 8,889万 3千円 

変更後 ② 2億 2,639万 7千円 

増減（②－①） 3,750万 4千円 

    大学病院から派遣される医師時給の増額に伴う変更 
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看護師養成施設運営支援事業費補助金       ２，８１９万３千円 

   地域の看護人材確保のため、小樽看護専門学校の運営経費の収支不足に 

 対し支援 

    ・交付先：医療法人社団 心優会 

 

 

 

消費生活相談等業務委託料              １１４万５千円 

    （当初）635万 3千円 →（補正後）749万 8千円 

    小樽消費者協会に対する委託料について、消費税算定不足分を増額 

 

 

 

物価調査等業務委託料                 ４５万３千円 

    （当初）269万 4千円 →（補正後）314万 7千円 

    小樽消費者協会に対する委託料について、消費税算定不足分を増額 

 

 

 

石狩湾新港管理組合負担金              △２３２万１千円 

    （当初）2億 5,094万 9千円 →（補正後）2億 4,862万 8千円 

    負担率 道 4/6、小樽市 1/6、石狩市 1/6 

 

 

 

◆繰越明許費 

 

   戸籍附票・住民基本台帳システム改修事業費【繰越明許費】  

                          ２４６万４千円 

（繰越明許費 246万 4千円） 

    （４定）678万 7千円→（補正後）925万 1千円 

    戸籍附票システムへの振り仮名登録、旧氏記載のための改修 

 

 

 

   新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費【繰越明許費】 

                          △２億５，０４５万円 

（繰越明許費 2,286万 5千円） 

    （当初）5億 8,926万 5千円→（補正後）3億 3,881万 5千円  

 

 

 

   新型コロナウイルスワクチン接種事業費【繰越明許費】   

                         △５，７５３万８千円 

（繰越明許費 1億 2,441万 4千円） 

    （当初）4億 9,481万 7千円→（補正後）4億 3,727万 9千円   
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色内ふ頭老朽化対策事業費【繰越明許費】 ― 

（繰越明許費 1億 2,455万円） 

年度内工事未了に伴う繰越し 

（そ の 他） 

［歳 入］普通交付税  ２億７，４９８万４千円

財政調整基金繰入金   ７，０７９万９千円

［市  債］市債充当による財源振替  １億８，３６０万８千円 

減収補塡債  ３１６万９千円

［積 立 金］減債基金積立金   １億３，６７７万円 

寄附等に伴う積立金  １，１７７万４千円 

国際交流事業資金基金積立金ほか８件 

［繰 出 金］特別会計への繰出金  ７，１０８万１千円

（増額）国民健康保険事業特別会計 

住宅事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

（減額）介護保険事業特別会計 

 特別会計

◇ 国民健康保険事業特別会計 

保険給付費（療養諸費） １，１３７万２千円

国民健康保険事業運営基金積立金 ２，５４６万１千円

過年度超過交付額返還金 １４２万９千円

◇ 住宅事業特別会計 

市営住宅施設整備費（施設維持補修費）   ８５４万５千円
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◇ 介護保険事業特別会計 

 

保険給付費（介護サービス等諸費）        △２億５５０万円 

 

保険給付費（介護予防サービス等諸費）         ５００万円 

 

保険給付費（その他諸費）                ５０万円 

 

地域支援事業費                    ４００万円 

 

 

◇ 後期高齢者医療事業特別会計 
 

後期高齢者医療広域連合納付金          △４２６万３千円 

 

 

 企業会計 

 

◇ 産業廃棄物等処分事業会計                                                        

 

   営業外費用                    ４９５万３千円 

 

       

 

      上記のほか、 

一般会計では道支出金の交付による事業費の財源振替などを予算計上しています。 


